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１　指定地球温暖化対策事業者の概要

 (1)　指定地球温暖化対策事業者及び特定テナント等事業者の氏名

 (2)　指定地球温暖化対策事業所の概要
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１　指定地球温暖化対策事業者の概要

 (1-2)　指定地球温暖化対策事業者及び特定テナント等事業者の氏名

指定地球温暖化対策事業者
又は特定テナント等事業者の別

地球温暖化対策計画書

氏名（法人にあっては名称）



 (3)　担当部署

 (4)　地球温暖化対策計画書の公表方法

 (5)　指定年度等

1 平成18年3月31日以前

年 月 日

２　地球温暖化の対策の推進に関する基本方針

３　地球温暖化の対策の推進体制

名 称

2009

2009

事　業　所　の
使用開始年月日

連
絡
先

ﾌ ｧ ｸ ｼ ﾐ ﾘ 番 号

閲覧可能時間：

冊子名：

所在地：窓 口 で 閲 覧

                 総理大臣官邸事務所長(最高責任者）
　　　　　　　　　　　　　　　｜
　　　　　　　　　　　　　　　｜
　　　　　　　　　　　　　　　｜---------------技術管理者（技術的なアドバイスを行う）
　　　　　　　　　　　　　　　｜　　　　      (営繕専門官)
　　　　　　　　　　　　　　　｜
　　　　　　　　　      統括管理者(意見の具申)
                         (設備担当所長補佐)
                              |
  　　                     　 |指導監督
   　　　                     |
　　　　　　              推進責任者------------維持管理担当
                      (機械設備担当主査)　　　 (保守管理会社)

総理大臣官邸事務所　機械設備担当

03-3581-0101

http://www.cas.go.jpアドレス：

閲覧場所：

内閣総務官室　調整担当

電 話 番 号

指定地球温暖化対策事業所 年度

ﾌ ｧ ｸ ｼ ﾐ ﾘ 番 号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

連
絡
先

電 話 番 号

計 画 の
担当部署

名 称

入手方法：

特定地球温暖化対策事業所 年度

公 表 の
担当部署

ホームページで公表

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

内閣官房では「政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の抑制等のため実行すべき措置について定め
る計画」（平成19年3月30日閣議決定）及び「政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の抑制等のた
め実行すべき措置について定める計画の実施要領」（平成19年3月30日地球温暖化対策推進本部幹事会申合せ）
に基づき、「内閣官房及び内閣府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の抑制等のため実行すべき措置
について定める計画」（平成20年3月28日、内閣総務官決定）を策定した。官邸においては、この計画に基づき
地球温暖化対策に積極的に取り組んでいく。

公表方法

冊 子

そ の 他

平成18年4月1日
以降



４　温室効果ガス排出量の削減目標（自動車に係るものを除く。）
 (1)　現在の削減計画期間の削減目標

 (2)　次の削減計画期間以降の削減目標

５　温室効果ガス排出量（自動車に係るものを除く。）

 (1)　温室効果ガス排出量の推移 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

(2)　建物の延べ面積当たりの特定温室効果ガス年度排出量の状況 単位：kg（二酸化炭素換算）/㎡・年

1616

メ タ ン
（ CH4 ）

一 酸 化 二 窒 素
（ N2O ）

ﾊｲﾄﾞﾛﾌ ﾙｵ ﾛｶ ｰﾎ ﾞﾝ
（ HFC ）

現在の削減計画と同様。

4,680

計 画
期 間

削 減
目 標

削 減
義 務
の

概 要

特 定 温 室
効 果 ガ ス

延 べ 面 積 当 た り
特 定 温 室 効 果 ガ ス
年 度 排 出 量

非エネルギー起源
二酸化炭素（CO2）

削 減 義
務

率 の 区平 均 削
減

義 務 率

3,950

空調設備等の運用対策を適切に行い、エネルギー使用に伴う温室効果ガスの
削減を目指す。また、設備機器更新等に際しては高効率機器の導入を図り、
基準排出量17%以上の削減を目標とする。

年度

六 ふ っ 化 い お う
（ SF6 ）

上 水 ・ 下 水 17

ﾊ ﾟ ｰ ﾌ ﾙ ｵ ﾛ ｶ ｰ ﾎ ﾞ ﾝ
（ PFC ）

合 計

年度 2010

95.5 95.7

2009

82.3

4,706 4,060 3,966

80.6

年度年度

82.5

年度2011

排 出 上 限 量
(削減義務期間合計)

4,694

そ
の
他
ガ
ス

14

特定温室効果ガス
（エネルギー起源CO2）

計 画
期 間

特 定 温 室
効 果 ガ ス

削 減
目 標

25,855

年度まで

8.0%

Ⅰ－１
ｔ（二酸化炭素
換算）/年

5,620

特 定 温 室 効 果
ガ ス 以 外 の
温 室 効 果 ガ ス

特 定 温 室 効 果
ガ ス 以 外 の
温 室 効 果 ガ ス

年度年度2009 2010 2011

2015 2019年度から

年度から

設備導入等、省エネルギー機器の採用を積極的に実施出来る計画を策定する
とともに、エネルギー使用に伴う温室効果ガス排出量を前年比１％以上削減
し、計画削減量８％以上の削減を目指す。

2010 年度まで

ｔ（二酸化炭素
換算）

基 準 排 出 量

当事業所は、雨水再利用設備を設けており、トイレ流水及び灌水設備等に利
用している、引き続き職員等に節水を奨励し上水使用量を１％以上削減する
ことを目標とする。

2012 2013年度 年度

2014

4,0434,689 4,034

2012 2013

4,050

17

年度



６　総量削減義務に係る状況（特定地球温暖化対策事業所に該当する場合のみ記載）

 (1)　基準排出量の算定方法

）

）

 (2)　基準排出量の変更

 (3)　削減義務率の区分

 (4)　削減義務期間

 (5)　優良特定地球温暖化対策事業所の認定

 (6)　年度ごとの状況 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

 (7)　特定温室効果ガスの排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

4,034

基準年度：（

算定方法：（

変更年度 変更理由

2005年度・2006年度・2007年度

総理大臣官邸では、各種会議及び諸外国の賓客等の行事。また、危機管理対応等施設の運用により増減する。
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基 準 排 出 量
(A)

削 減 義 務 率
(B)

年度
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2013 年度

過去の実績排出量の
平 均 値

排 出 標 準 原 単 位 を
用 い る 方 法

そ の 他

特 に 優 れ た
事 業 所 へ の 認 定

年度から

極 め て 優 れ た
事 業 所 へ の 認 定

変更年度

削減義務率の区分

2,245

25,855

削 減 義 務 量
(D ＝Σ (A× B))

排 出 上 限 量
（C＝ΣA-D）

8.0%8.0%

2010 2011 年度 2014 年度

2014 年度
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７　温室効果ガス排出量の削減等の措置の計画及び実施状況（自動車に係るものを除く。）

区 分
番 号

区 分 名 称

1 130100 13_空気調和の管理 外調機の間欠運転 2010年度

2 130300 13_換気設備の運転管理 駐車場排気ファン間欠運転 2010年度

3 140200 14_給排水設備の管理 循環式水景設備の運転時間の短縮 2010年度

4 170300 17_新エネルギー 太陽光発電設備の導入 2010年度

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

備 考
対策
Ｎｏ

対策の区分
対 策 の 名 称 実 施 時 期



８　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価（自動車に係るものを除く。）

当事業所では、下記のような省エネルギー対策等を実施したことにより特定温室効果ガスを削減した。
更に、職員等に対しても省エネ意識の向上を図り、着実に効果が表れている。

主な省エネの取組
①冷暖房の適正な温度管理
②昼休み時間の消灯の徹底
③省エネルギー機器の導入
④新エネルギーの有効利用
⑤空調に係るエネルギー使用量の抑制
⑥水の有効利用
⑦職員に対する省エネの啓発活動


